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〔調 査一〕  

凝理制度の 近代化  

－四国地方金属・磯城製造業  

87社の実態調査にもとづいて一  

滴  和  夫  

17  

ト ま え が き  

本調査ほ香川大学を中心として松山商科大学・徳島大学・高知大学の教官有意が，四国  

地方地場産菜経営研究会な腐敗し，文部省「科学研究費交付金（総合研究）一般」によ  

り，昭和39年皮において儲査研究をした一部をなすものである。す－なわち，昭和38年庶に  

おいては，機械製造業（通産省産業分類番号34「機械製造業」のうち，朗8「事務用・サ  

－ビス用・家庭用機械器具製造業」349「その他機械，機械部品製造業」を除く3桁分類  

341より347までの7業種を包括している。以下，これを「産業用機械製造業」とよぷこと・  

とする。）と紙・パルプ工業2業種を調査対象とした。昭和39年皮においては金属・機械製  

造業（ここにいう金属・機械製造業とは，金属製品工業ならびに昭和38年皮において対家  

とならなかった産業用機械を除く機械製造菜をいい，以下，これをたんに「金屑・機械製  

造業」とよぶこととする。また，この「■金属・機械製造兼」には，上述の諸製造業のは  

かに，35 電策機械器具製造業，36輸送用機械器兵製造業〔これを「自動車部品」と  

「鋼造船」に区分する〕および37計鼠器・測定器・測塩機械・医療機械・理化学械械・光  

学機械・時計製造業〔本調査対象企業には，このうち計蛍等しか存在しないので，これを  

たんに，「計藍器」とよぷこととする〕を含めることとする。したがって，本稿における  

「金属・機械製造糞」とは，34 分類（ただし，348分類と349分類のみ），35分類，、36分  

類および37分類に示されている製造兼種を包括したものである。），食料品製造業，木材・  

木製品・家具製造共，窯業・土石・鉄鋼・非鉄製造兼の4業種を調査対象としている。こ  

れら昭和38・39両年度において調査対象となった6装種のうち，窯業・土石・鉄鋼・非鉄  

製造業の調査は松山商科大学の諸教官が担当され，その他の5業種の財務・経理部門の調  

査を筆者が担当した。   

それぞれの業種について，は）経理制度の近代化と（2）経営成績および財政状態（流   
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動性・安全性・収益性・生産性）の2点匿焦点沌・合わせて調査することが筆者の基本的牒  

皮であるが，本稿ほ，こ．のうち，金属・機械製造業の経理制度の近．代化紅ついて－の調査概  

要である。昭和38年度における産業用機械製造業と紙・パルプ工業の2業種の調査結果に  

ついては，近いうち紅刊行の予定がなされており，昭和39年度における食料品製造業，木  

材・木製品・家具製造糞・窯業・土石・鉄鋼・非鉄製造業および金属・機械製造業の4業  

種の調査結果についても，遠からず単行本として刊行されることと思われる。   

本調査ほ．「’四国地方地場産菜経営研究会」が従業員30人以上の「金属・機械製造業」に  

従事する企業に対し，調査票を送付して回収した顔料にもとづいている。すなわち，調査  

対象企業となる135杜に調査票な送付し，このうち，回答を得た37杜（回収率；200％）の  

資料によっている。また，この37社のうち，地場産業を代表すると考えられる企共にほ，  

とくに面接による精密調査を行ったが，この譜査結果も本稿紅加えてある。  

Ⅱ 経理制度の近代化   

企業経営の近代化は，管理会計制度の導入にほじまるといっても過言ではない。すなわ  

ち，企業会計が対外（株主・債権膚・政府・消費者等）報告会計の整備を進めつつ，他  

方，対内（企業経営内の経営者・経営管理者）報告会計の充実が図られ，この対内報告会  

計はより一歩進んで，経営管理的意義をもつ経理制度として志向することは（本号ほ．高木  

教授追悼卑であるがこの調査〔－経営調査の総論をご担当された〕なかばにして－，旧冬12月  

5日，ご逝去になった高木教授も企業会封の職能として，3職能を示されて挙り，その節  

－・に，管理的職能（ContI・011i喝Function）を指摘されている。高木康雄・籠家属T・郎共  

著「会計学新講」昭和36 28乱 そのはか，拙稿「管理のための会計報告葦に関する一研  

究」香川大学経済学部 研究年報11961年，拙稿「管理会計の性格に閲する一考察」香  

川大学経済論叢 第34巻第4号1961年11月，拙稿「管理会計報告軍匿おける数値の性格に  

ついて」香川大学経済論業界35巻第4号1962年10月，拙稿「管理会計数値の有効性」香川  

大学経済論叢 欝37巻欝2・3号1964年8月 など参照）企共経営近代化のための重要な  

灸件をなすものということができる。   

それゆえ，われわれは，月次決静（仮決算），材料・製品の在庫管理，原価計許制度，  

予算，資金，経営数個の分析・比較等を中心た，以下述べる一■その他の多くの要素を考慮し  

つつ，経理制皮の近代化のために，いかはど採用ないし実施されているかについて調査し   
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たのである。そして，採用ないし実施を拒否している現状な客概的な立場から，改めて認  

識することが経理制度の近代化を進める前提要件を形成するものと考えている。そして，  

その原因を分析し，その対策を考慮することが必要である。   

先ず，経理担当者数を示せば，第1表のどとくである。第ユ表からも知られるごとく，  

いずれの蒐種も，2′・一3人が多く，との階層が全体の約6割を占めている。しかも，これ  

らの経理担当者は腑務的な業務を兼任している場合が多い。経理機能を現金・資産などの  

出納・保管な行う直接的執行活動担当の財務機能と間接的計鈴統制活動担当のコントロー 

ラ一機能とに厳虫紅区分しなければならないとする新らしい経理組織の思考紅は遠くおよ  

ほない。限られた少人数の老が現金・資産などの出納・保管を石い，またみずからこれを  

統制・管理する制度ほ，なるべく早い機会に．脱却しなければならない。  

第1義 金属・機械製造共における経理担当者数  

製品   産業用機械 を除く機械   ‘電気機械 器 具  自動車 部 品   鋼造船  計盛儀  金属の機 械製造業   

菜    種   金属                       ・平均従業員数   ′101   210   151  46   173  129  142  ＼で警対象企業数   計僧蟹   計▲琵輩   礪  計整 510？d   計琵馨 310？0  計琵墓  笥璧   ＼ 項自 ＼   11  100 ．0  8  IOO0      310？。   
人  3  27．2  1 4          4  些j  

‾  
228リ5  2  面頂    266．7  東  5盲コ   
114．3  経  －1                             ‾う  犬‾  4  翫  1  12．5      盲訂石  133．3    9  24．4  理  3   人  3  三抒乃  3  37．5                担 当  二子二二二云二 4  1  、す1       1143  1  面二6    133．3  3 3  む」 81  者 数  5 人 6人以上     1 1  12．5 12．5  114．．3          2  ‾盲：盲   返答なし    2  25．0  ＿14J3      236．7    4  10．8   人   

つぎに，毎月決静（仮決算）制度の実施状況を示せは，第2表のごとぐであり，製品別  

損益計卦制度の実施状況を示せほ，節3表のごとくである。毎月決餅（仮決算）制度を採  

用している割合めもっとも高い菜種は．「産業用機械を除く機械」であって－，80％が採用し  

ている。製品別担益計算制度を採用している割合のもっとも高い業種は，当然と考え．られ  

る100％，すなわち3杜全部が採用してし、る「鋼造船」業柊を除いて，やほり，80％が採  

用している†産英機械を除く機械」業種である。「金属」業種裸，いずれの場合も好まし  

くない。   
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第2義 金属・機械製造業における毎月決静（仮決算）制度   

…Jβ2－－・  

繹3表 金属・機械製造業における製品別損益計算制度  

業 

種  173  

46  

＼  

項目 
＼讐苧対象企業数 、 ’■＼＼＼＼  
製 ロ  

ロロ   
1   

討  

算  返答なし  1  20「0  1  33．4  2  5．4  

つぎに，材料と製品の在庫管理状況を示せほ，第4衷のごとくである。全企業とも実地  

棚卸を実施しているが，継続記録法を採用し，在高を管理しようとしている企業は約6割  

である。過大在庫は材料・製品の回転率を慈くさせ，このことほ資本回転率を悪化させる  

原因となる。収益力を表わす指標として資本利益率を考えれば，資本利益率は．売上高利益  

率と錮回転率とに分解（頁本利益率＝＝鮎鳶×緊要＝売上高利益率×資本回転  

率）することができる。したがって，－・方の要素である贅本回転率が悪化すれぼ，収益力  

を低下させないため、には，他方の売上高利益率によって，これをカバJ・・・・・しなけれはならな  

くなる。販売競争が汲化する時代にこれを望むことは無理である。資本回転率を低下させ   
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ないため紅も，在庫統制に．，なお一層の努力が必要であろう。  

第4表，金属・機械製造業における材料と製品の在庫管理   

原価計算制度，作業内容別記録および費用の部門別計静制度の採用吹況を示せほ，欝5  

表，第6表，第7表のごとくである。個別原価計静ないし総合原価計算を行っている企菜  

が全体の3剖強にしかすぎないのは，経営者のコスト意識（例えば，原材料の歩留り率，  

あるいは製品単位あたりの原材料費などの意誠）が高いと思われたのと考え合わせて，予  

想外であった。しかも，標準原価釘静，直接原価計静を採用している企共ははとんど皆無  

といってよい状態にある。これらの計昇が原価管理に，また販売価格の設定に慮要な機能  

をはたすこ．とを考えれば，好ましい状態にあるとほいえない。作業内容別に種々の記録を  

行うケ－スほ．，かなりあり，60％～70％の企菜がこれを採用しているが，費用の部門別計  

算を採用している企業も半数紅満たない。   
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算5義 金屈・機械製造業における原価計算制度  

184  ーヱβ4－－  

製品  警護ぞ護揺羞気概箕島動孟鋼造船封鼠器   金属・機 械製造菜   

01 210   151  46   1 

欝  
一  

36小4  

63い6  

45．4  1125 228．6 120‖0 266．7 133小3   1232．4   
546  7 87い5 571．4 480．0 133、3 2667   2567．6   

9．1  ーー  … 一・∵ －－ －・－ －  1333   2 5．4  

909  8100い0 710？。510？。310？。2阻7   3594…6  

一 一 ■－－ － 133日3 一 肌   12…7  

」＋」               100 ．0  8  100・0 710？。■510？。維7 310？。  3897い3   

菜  種  

平均従業員数  

別
原
価
計
算
雇
合
原
価
引
算
顧
準
原
価
計
算
直
接
原
価
計
算
 
 

し て－い る  

していない  

し てい る  

していない  

し てい る  

し て1い る   していない  

籍6表 金属・機械製造共における作業管理  

菜   
種   金属製品   産兼用機械 を除く機械   電気機械 器 具   自動車 部 品   鋼造船   討鼠器展墓遠望   

平均従業員数  101   210  151   46  173   129   142   

＼調査対象企業数 、＼ヽ、 項目   意l攣   計琵馨 81000      ・謂   謂  
作  

業  
内  

別  
記   

返答なし  

容  
3  8‖1  

l  
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婦7表 金属・機械製造業における部門別計算制度  

－－Jβ5－－  185  

4  

3  

1   費 用  し て－い る  4  36．4  4  の 部 門 別 計 琴  していない 返答なし  7  63．6  3 1   
予算統制制皮，資金管理，損益分析・比較・原価分析・比較の採用状況を示せぼ，算8  

衷，節9表，第10表，算11衷のごとくである。予鈴統制制度を採用している企業ほ，いず  

れの業種もはぼ同程度の割合で約40％程度である。しかし，こしれが予鈴差異分析を行う企  

業に．なるとかなり少数となる。そして－，・血般匿いう損益分析・比較，すなわち，経営財務  

分析・比較を行う企業ほ，その鱒粗の差こそあれ，増加する。このことほ原価分析・比較  

の採用状況についてもいえる。   

資金ぐり紅関連する資金逆用表ないし現金・予金収支予定表の作成状況は，上述の予算  

統制制度，損益分析・比較，原価分析，比較の採用状況を示した約30％代から飛躍的に増  

加して70％近い企業か採用して－いるのである。いかに企米がその資金ぐりに努力を払って  

いるかを推察できる。  

第8義 金属・機械製造業紅おける予算統制制度  

’  
菜  種  金属製品   産業用機械 を除く機械   電気商礪 器 具   自動車 部 品   鋼造船  計藍器   金属・、機 械製造巣   
平均従業員数   101  210  151   46  173  129   1年2   

【  

＼華査対象企粟薮 、＼ 項目  計  構成 比率  計  頂扇 比率  計琵襲 7】・U？。   計野   計理輩 3  計  構成 比率  鮒僧聾 3」7100 ．0             510？0  
予していない   
算  返答なし   l   3 2  375 25．0  2 1   14．3  2 1   20．0       1643．3 616．2  損している  4芦364   3  3‘7小5  r 4r57．1   2  40．0  133．3  1233．3   1540．5  益岬■◆－ニー‾⊥†     円至             矧      矧   信㌫  譜  
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第9表 金属・機械製造業における資金管理  

186  －Jβ6－  

業  を睡く機械  種   金属製品  闇用機械    層気概械 器 具   自動尊 M  l鋼造船   計盈器   金属・機 械製造業   

平均従業員数  101   210  151   46   173   127   142   

ー  
＼、、 

項 
＼讐．対象企業数 占、、→、＼、＼   謂  計理蟹 8100小0   謂   謂  謂   計整 3100 ．．0   総車願 3710？0   
資遊  作っている    6  75．0  4  57．1    園  100 0  1  33，3  26  Z旦j   
望  作っていない  1    6  堕j   

金表   
25．0   2 1  28．6        団  1  33．4  5  13．5   

第10表 金属・機械製造業における損益分析・比較制度 

械製造業  

210  種  

＼器竺≡…  礪       謂  計4翳 310？。  ・■●●●  
654．5  菜  平均従業員数  金属製品 、101   436．4  19．1  三i芸書……    廻 ∵  幸  ●  

算11表 金属・機械製造業における原価分析・比較制度  

業  種   金属製品   1産東南機械 を除く機械   †電気機械 器 具   自動車 部 品   鋼造船   計虚器  金属一機 械製造業   

平均従業員数  101  210  151   46  173   129  142   

＼＼ぜ査対象企業数   計琵輩   計箆蟹   計  構放 比率  計琵梁   討て琵輩   礪  総計琵輩  項 目  、＼   1110P。   8100．．0   7      『  3lOPo    3710？。   
し てい る  6  54．5   2  28，6  3  60．0  133．3   1333  1335．1   

製分  
造析  
6・  75．．0                  原・  していない  4  36．4    5  71∫4  1  200  2   66．7  266…7  2054，ユ   

価些  
の較   

返答なし   1  1  200 －  410．8  

外部からの拇導状況を示せほ，第12衷のごとくである。第12表において見られるごとく  

はとんどの企業は公認会計士か税理士かぃずれか紅，経理に関して指導を得ている○この   
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指導内容は，主として税務関係が多く，企菜がいかに税務問題に考慮を払っているふを如  

実に示して．いる。   

膏色申兵制度の採用状況を示せほ，第13表のごとくであり，わずかの例を除いて青色申  

告を行っている。  

第12表 金属・機械製造業における外部からの指導  

経  理  受けていない     Ⅶ ー11  12．5  1  些づ  

の 外  受 け  公認会計士  4  ㌫－＝  25．0  2  2S．6  2  空運  部 か  て い  壁⊥塁⊥±  6  塑」  50．0  2  28小6  3  些二▼9  ら  
の   る  」旦 

指    ＿ 

第13裏 金属・機械製造共における膏色申告制皮  

種   金属鮎警護ぞ蔑蔑   電気機械 器．具   自動車 部 品   鋼造船  計盈器－   金属・機 越堅塁茎   

業                           平均従業員数   101   210   151   46   173  1亭9   142  賀讐≡琵’’     構成 ＿＿堕整＿ 100り0  計琵馨   計理輩   謂  謂         7100 ．0   510？0      37llOP。   
ニイ＝■ミ． l弓  し てい る   n 10！90．9．8  i血。  7  100 ．0  5′  100 い0  1l33り3  2  66．7  33  89．2   

色  1：‡3－3  1  2．7  

申   133．．4  1  33い3  3  8い1  

棚卸資産の評価方法を示せば，算14真のごとくである。   

第14轟からも知られるごとく，最終仕入原価法を採用している企業が多く，その他の方 

法は，はゞ同じ割合で採用されている。最終仕入原価法（後入先出法）は，期末棚卸資産   
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】Jββ〟  算38巻 療1・2号  188  

の価値を貸借対照表上表示するため匠は，先入先出法に比し劣るであろうが，最近購入し  

た分から先に払い出す方法であるから，客観的な原価主義匿立倒しながら，現在の収益に  

最近の原価を対応せしめ実体資本維持をはかるためにほ，有利な方法であり，特にインフ  

レ－ジョン時において有利であろテ◇  

第14表 金属・機械製造共における棚卸資産の評価方法  

【【  

平均従業員数   101  210  百頂蚕 部品  
】  

＼調査対象企業数  計  構成 比率  計  構哀 比率  計  葡議 比率  計 5  画蔵 欝 ．0  討 3  1栖疏 欝 ．0  吾匿   ・一●●  ＼、、、 項目＼、＼＼  11  了雨－‾ ．0  8  100…0  7  i百百■ ．．0   
2  墜ヱ  14   ●  7263．6   1  12．5  3  42．9  1  20．0   

2  

1  す  

2  左す「6  英    種              l鋼造船   計盈器   金属・機 械製造業          151   46   173   129   142                                                       法                   室∋  ，               2 1 1  25．0 12．5 12．5  一丁   票            3 3 ‾－ 4  ー堅ユ 81 ■盲二元 椚  速答なし      3  37．5  1  14．2  2  40．0  2  66．7  匂  33．3  11  29．7  
現在の貸倒引当金制度に満足しているか否かについての状態を示せば，欝15表のごとく  

である。満足していない企業数が満足している企英数よりも多い菜種は「電気機械器具」  

業種やみで，他の菜種については，満足していない企菜の方が多い0ことに，「鋼造船」  

菜種ほ3社とも満足していないと答えて・いる0  

第15表 金属・機械製造共における貸倒引当金制度  

減価償却制度の実施状況を示せほ，算16表のごとくである。方法としてはイ定率法」が  

多く採用され，基準としてはト膚の基準」釈採用され，「税法上認められる限度額まで   
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経理制度の近代化  ーJβ9丁－  ］89  

償却している」企業がやはり圧倒的に多ぐ；それぞれ80％以上の企業が実施している。羊  

のことは，減価償却による内部留保をより高め，また固定蟄産に投下されたという意味で  

の固定資金の流動化をより進めることとなる。換言すれは，企業の流動性と安全性をより  

確固たらしめ，また企業の資金繰りを援助する要因（減価償却費は資金計画における資金  

源泉となる。）となる甲であるから，「定率法」が採用され，「税法上記められる限度額  

まで償却している」ことは好ましいといえよう。  

第16表 金属・機械製造業における減価償却制度  

菜  
金属・ 

種    金属製品   産業用機械魔気概械 を除く機械器 具     自動車 部 品   鋼造船   計：鼠器   機 械製造業  平均従業月数    101   210    151     46   173   129   142   

＼  

＼  
項目 ＼  

＼、調査対象企業数 ロ 、  －、＼＼    ．0   計 8      礪   謂   謂   総言憎輩 3710Po   
方定率津  

定額法  1125－－  12、．7  

減法その他  133．3  

‾‾ 

l 

完†壷定墨 多い年度は  価  
多く少い年  

償  
度は少く  
その他  

壷l  133い4  

上  却  
の  
可  

限  
2   

能   

1   

額   

租税特別措置法にもとづく価格変動準備金ないし特別償却・割増償却などの税法上の特  

典を企業ほどれはど利用しているのか状況を示せほ，第17衷のごとぐである。利用してい   
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190  欝38巻 第1・2号  －∴柑り－  

る企業が少かったことほ予想外であった。  

第17裏 金属・機械製造業における租税特別措置法   

業  
種    金属製品警蕎ぞ蔑蔑     窯気概鷲鼻鱒富     鋼造船   計虫器   金属・機 械製造巣   

平均従業員数  101  210  173   129   142   151   46  
項目、、、 

格   

＼調査対象企業数 、＼ 、、、＼              謂      璃   
佃   し てい る  8  72‖7  5  625  6  85．7  4     33…3  1  33い3  25  67．6  

租  
動   していない  写  27い3  1  1    66．、ワ  

税  
備  

12．5  
特  2     14‖3  

l   

1  33．4  4  10‖8  

別 捨  
特 型  し て い る  218巾2   7  

霞  
と  1   

1   200  1   

却   

特色ある計静統制面での方策を採用していれば記入されたい旨の調査事項には，全企業  

とも「なし」と答えられた。滞18表のごとぐである。企業ほそれぞれ特殊性を有している  

のであるあゝら，その個性に適応した何等かの方策が望まれる。  

第18表 金属・機械製造業における特色ある計静統制面での方策  

種  金属製品  落莫用機械 を除く機械  電気機械 器具  自動蕃 部 品  鋼造由  計盈琴  金属・機 埋製遺業   

業                         平均従業員数  101  210‘  151  46  173  129  142  ・＝＝t’  謂    謂  謂  謂  謂  ●■＝●  
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経理制度の近代化  191   ーヱ9J－ 

Ⅲ  む ，す   び   

以上，われわれは，四国地方の「金属・機械製造業」における経理制度の近代化紅つい  

て概観したが，－・般的に．いって，規模の大きい方の企業はど近代化が進んでいるといえ  

る。この調査から知り得たものを要約すれほ，つぎの5点を指摘できよう。   

第一祀，経理担当者が予想外虹少く，その上，他の業務と兼任している例が多いこ．と。  

この意味では，経理意識が，一般に，低いと思われる。   

第二は，しかし，税務問題のゆえに．か，企業経理にほ公認会討士，税理士がはとんどの  

企業紅関与している。   

算三は，資金ぐり紅ほ非常に強い関心を持っており，このことは，他の経理計算制度の  

導入がさはど進捗していないにもか⊥わらず，多くの企米で資金運用表を作成し，現金収  

支予定表を作っているととにもうかゞわれる。   

第四ほ，コストに対する忠誠ほ，かなり高いと思われるにもか」わらず，制度的原価計  

算の採用が少い。   

滞五ほ，企業規模の大きいはど経理制度の近代化ほ進ん′空いると一一応言えようが，しか  

し，予算統制制度や標準原価計算制度のどとき高度の管理会計制度を採用している企業が  

少いら   

企業経常活動の計数的把捉ほ，企菜経営の計画を樹立し，統制管理を行う前提条件とな  

るものであり，これなくしてほ企業経営の近代化はあり得ない。経営者が従来からの「勘」  

と「経験」を頼りに企業を運営する疇代は遠く過ぎた。企英がその社会的資任を自覚しつ  

」維持繁栄して行くために．も，適正な計画をたて，自己の活動をきびしく評価することは  

患要である。経営者は経理の機能を改めて認識する必要がある。】例をあげれば設備投資  

を行う際にも，前もっでその経済性計簸を行うという態度を忘れてはならない。わが国に  

おいても，近時の管理会討の進歩は目覚ましいものがあるのであり，企業ほこの利用紅無  

関心であってほならない。企業の特枚性に適応した管理会計制度を充分に導入し活用する  

ことが重要であろう。   
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